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【概要版】



中国地方整備局インフラ分野のＤＸ推進スタンス
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1. 「中国ブロックにおける社会資本整備重点計画」の重点目標でもあるインフラ分野のＤＸを推進。
2. 社会情勢の変化、建設業界及び整備職職員のニーズを適確に捉え、急速に進展するデジタル技術を踏まえ、毎年度推

進計画を策定し各種施策を推進。
3. 推進計画に位置づける個別施策については、本部会議（本部長：局長）で点検、分析・評価、改善しつつ推進。
4. ＤＸの各取組は「５つの柱」に分類整理し、常にアウトカムを意識した、取組姿勢を基本に積極推進。

適確に捉え
社会情勢の変化

建設業界、職員のニーズ
＋

進展するデジタル技術情報等

中国地方整備局インフラＤＸ推進計画（毎年度）

① 利用者目線で考える
② 分野を超え、制度見直しも視野
③ 関係者を巻き込む
④ 小さく始めて改善を繰り返す（先ずは、職員の業務改善から）
⑤ 失敗を恐れない

取
組
姿
勢

【５つの柱】



1.背景（求められる建設現場の生産性向上）
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○ 中国地方においても気候変動による自然災害の激甚化、頻発化及びインフラストック老朽化の対策が重要となっている。
○ インフラの整備、維持管理の「担い手」であり、災害時には地域の「守り手」である建設業界は、高齢化が年々進行し、一方

で、若手入職者が不十分であるなど、構造的な課題を抱えている。
 建設現場の生産性向上が急務。

■中国地方の自然災害 ■中国地方のインフラストック数の推移

■建設業界の構造



２.背景（デジタル技術活用の現状）
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○ 新型コロナウイルス感染拡大防止対策を契機として、Web会議や遠隔臨場の取組を試行中。
○ 2025（令和７）年度までに建設現場の生産性2割向上を目指し、ICT活用の実施拡大やBIM/CIM活用拡大等を図るた

め、i-Construction推進計画を策定し、働き方改革と合わせて強力に推進中。
○ また、河川・道路・港湾・営繕等、各分野の事業及び管理面でも、デジタル技術を活用した様々な取組を実施中。
 デジタル化及びデジタル技術を効果的に活用し、更なる生産性向上や働き方改革の推進が求められている。

柱 取 組 項 ⽬ 柱 取 組 項 ⽬

①ICT活⽤⼯事の拡⼤ ⑦平準化の更なる促進

②未経験企業へのICT活⽤⼯事の普及 ⑧週休２⽇の普及

③地⽅公共団体でのICT活⽤⼯事の拡⼤ ⑨⼯事書類の簡素化

④BIM/CIM業務・⼯事とフロントローディングの活⽤拡⼤ ⑩ウィークリースタンスの徹底

⑤三次元データの全⾯的な利活⽤ ⑪ICTの活⽤による移動時間の削減

⑥ICTを活⽤した事業執⾏の効率化

⽣
産
性
向
上

働
き
⽅
改
⾰

■新型コロナウイルス感染拡大防止対策 ■中国地整におけるi-Construction推進

■各分野で活用が進むデジタル技術を活用した取組

Webカメラを活用した遠隔臨場
2021年度
i-Construction
推進計画（柱・取組項目）

河川分野：3時間先までの水位予測情報提供 道路分野：VR点検ツールを活用した道路点検支援

年度別 ICT活用新規取組企業数

マシーンコントロール搭載
バックホウによる掘削状況



３.目標及び取組体制
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○ 各部及び各事務所が行う施策、事業等に係る横断的調整を図るため、局長を本部長とするDX推進本部が全体を総括。
○ インフラDX施策の具体的な取組内容等の検討、及び既存会議や関係機関等との連携を図るため企画部長を幹事長とす

る幹事会を設置。
○ 各種施策の展開は、各部の官をグループリーダーとするグループを設置。
○ 建設業界や民間企業、その他関係機関等からの意見聴取のため生産性向上研究会を設置。

インフラ分野において、データとデジタル技術を活用し、社会経済状況の変化に対応した社会資本整備や公共サービス
を提供するとともに、建設現場の生産性向上を図りつつ、整備局職員を含めた建設業界の働き方を改革する。

目 標

取組体制



４.１ｓｔステージ（～R7）の取組
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○ i-Constructionの目標年次である２０２５（R７）年度を１stステージとして、以下の方針のもと、積極的に取組を推進。

【１ｓｔステージの取組方針】
１．i-Constructionの取組を拡大・深化させる。

○ 整備局発注工事について、２０２４（令和６）年度からの全面的なICT活用を目指す。
○ ICT施工未経験企業への普及促進を図る。
○ 土木及び鋼橋上部工事の２０２３（令和５）年度からのBIM/CIM原則活用を目指す。
○ 遠隔臨場及びWEB検査の標準化を図る。

２．各部局が行う事業や調達プロセス等をインフラDX施策として取り組む
３．３次元設計・施工技術に係る人材育成を図る
４．関係機関、業界団体等と連携を図る

第4次産業革命による「建設
現場の生産性革命」に向け、
建設現場の生産性を２０２５
年度までに２割向上を目指す
方針が示された。



５.Ｒ４_個別ＤＸ推進メニュー
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柱 メニュー 取組数

I.整備局職員及び建設就業者等の仕事のプロセスや
働き方を変革

【働く人】

1.調査設計、監督検査業務の効率化・高度化 ５
2.点検、管理業務の効率化・高度化 １３
3.会議/打合せ等の効率化 ３

II.建設現場の安全性や効率性を向上

【現場】

4.安全で快適な労働環境の実現 ５
5.ＡＩ等の活用による作業の効率化 ２

III.行政手続きや暮らしにおけるサービスを変革

【住民】

６.行政手続き等の迅速化 ４
７.暮らしの安全を高めるサービス ３

IV.ＤＸを支えるデータ活用環境の実現

【基盤】

８.データ活用環境の基盤整備 ９
９.新たなサービス・付加価値の創出 １

V.ＤＸを推進するための人材育成

【育成】

10.ＤＸに関する技術の習得 ３
11.人材育成の基盤整備 ２

２０２２（令和４）年度は、５つの柱/１１メニュー/５０の取組を推進。

※メニューが跨がる取組は複数カウントしています。



６.主なＤＸ推進メニュー 【働く人】
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I.整備局職員及び建設就業者等の仕事のプロセスや働き
方を変革【働く人】

メニュー 取組名称 個票
1.調査設計、監督検査業務の効率化・高度
化

1.BIM/CIMによる建設生産システムの効
率化・高度化

Ⅰ-1-1

2.ＩＣＴを活用した監督検査の省人化・非接
触化

Ⅰ-1-2

2.点検、管理業務の効率化・高度化 1.点検の効率化・自動化 Ⅰ-2-1
2.日々の管理の効率化 Ⅰ-2-2
3.災害時対応の効率化 Ⅰ-2-3

3.会議/打合せ等の効率化 1.会議、レク資料等のペーパーレス化
Ⅰ-3-1



６.主なＤＸ推進メニュー 【働く人】
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６.主なＤＸ推進メニュー 【現場】

II.建設現場の安全性や効率性を向上【現場】
メニュー 取組名称 個票

4.安全で快適な労働環境の実現 1.地域建設業のＩＣＴ活用 Ⅱ-4-1
2.工事・業務における精算プロセスの改
善（平準化、週休２日等）

i-con編

３.無人化・自律施工による安全性・生産
性の向上

Ⅱ-4-3

5.ＡＩ等の活用による作業の効率化 １.ＡＩ等による地形測量データ処理の自
動化

Ⅱ-5-1
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６.主なＤＸ推進メニュー 【住民】

III.行政手続きや暮らしにおけるサービスを変革【住民】
メニュー 取組名称 個票

６.行政手続き等の迅速化 1.占用等申請手続きの効率化・高度化 Ⅲ-6-1

2.特車通行手続き等の迅速化 Ⅲ-6-2
７.暮らしの安全を高めるサービス 1.洪水予測等の情報発信

Ⅲ-7-1
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６.主なＤＸ推進メニュー 【基盤】

IV.ＤＸを支えるデータ活用環境の実現【基盤】
メニュー 取組名称 個票

８.データ活用環境の基盤整備 1.３次元データの連携・共有化 Ⅳ-8-1
2.BIM/CIMによる建設生産システムの効率
化・高度化

（Ⅳ-8-2）

3.執務室・会議室のペーパーレス化 （Ⅳ-8-3）
９.新たなサービス・付加価値の創出 1.各種データの一元化・オープン化

（Ⅳ-9-1）
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６.主なＤＸ推進メニュー （人材育成）

V.ＤＸを推進するための人材育成
メニュー 取組名称 個票

1０.ＤＸに関する技術の習得 1.職員向けスキルアップ研修 Ⅴ-10-1
2.自治体、業者向けスキルアップ研修 （Ⅴ-10-2）

1１.人材育成の基盤整備 1.スキルアップの環境整備
Ⅴ-11-1



柱 取組項目 R4_取組目標 取組内容 個別取組施策

構造物工（橋梁上部、基礎工）の追加

ICT施工機械積算に係る協議に応じる旨を特記仕様書に明示

土工発注者指定の拡大（5千m3以上→3千m3以上）

中国Light ICTの拡大（起工測量の追加）

総合評価加点（活用証明書：企業・監理技術者・担当技術者、中国i-Con表彰継続）

サポート制度の継続

各県推進連絡会の強化

普及啓発活動の継続

企業TOPへのPR実施

部長会議での進捗管理の継続 部長、次長、課長会議での議題としてフォローアップ

遠隔臨場、WEB検査の継続 地整研修、講習会等での重点化

プレキャスト化に向けた検討継続 他地整事例及び管内実績整理による方向性検討

適用工種の拡大（工事） 3次元設計成果の手交が可能なものは原則適用

平準化率90%以上

早期発注件数率30%以上

翌債・国債の活用

第4四半期：42%以下(3月期： 30%以下）

早期発注件数率30%以上

翌債・国債の活用

発注者協議会でのフォローアップ

５県２市会議でのテーマ設定とフォローアップ

週休２日実施率：90%以上

発注者指定型の拡大：全工事

総合評価加点継続（証明書）

管内会議での周知

職員向け研修の実施（講義テーマに設定）

共通仕様書拡充検討

全工事を対象に実施

検査の視点を作成・周知

業務のウィークリースタンス周知（継続） 受注者からの本局へのWeb報告

相談窓口の設定

受注者からの本局へのWeb報告

活動計画に基づく普及活動実施
講習会・セミナーの開催
受注企業への直接説明の実施

直轄業務・工事での活用拡大BIM/CIMの活用拡大

工事ロードマップの徹底（継続）

ICTの活用拡大

直轄工事での活用拡大

未経験企業への普及

自治体工事での活用拡大

事業執行の効率化

適用工種の拡大等

発注方式の工夫（拡大）

インセンティブの拡大

河川構造物（築堤・護岸、水門、堰、排水機場、床止め・根固め）、海岸構造物（海岸堤防護岸、
突堤、海域堤防）、砂防構造物・地すべり防止施設の詳細設計を追加

適用工種の拡大（業務）

早期段階からBIM/CIMを導入しているモデル事業の追加
【三次】可部バイパス（大林工区）、【広国】西広島バイパス（都心部延伸）

モデル事業による活用拡大

受注者との意見交換会実施

協議書類の縮減検討（継続）

書類限定型検査の継続

工事書類簡素化の推進工事書類の簡素化

工事のウィークリースタンス周知（拡大）
ウィークリースタンスの徹底ウィークリースタンス

生
産
性
向
上

働
き
方
改
革

直轄工事での実施率向上（拡大）

平準化の促進

週休２日の促進

平準化

週休２日

マニュアル・手引きの周知（拡大）

業務ロードマップの徹底（継続）

地方公共団体支援（継続）

７．i-Construction編

2021推進計画

柱 取 組 項 目

働
き
方
改
革

⑦平準化の更なる促進

⑧週休2日の普及

⑨工事書類の簡素化

⑩ウィークリースタンスの徹底

⑪ICTの活用による移動時間等の削減

柱 取 組 項 目

生
産
性
向
上

①ＩＣＴ活用工事の拡大

②未経験企業へのICT活用工事の普及

③地方公共団体でのICT活用工事の拡大

④BIM/CIM業務・工事とﾌﾛﾝﾄﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞの活
用拡大

⑤３次元データの全面的な利活用

⑥ICTを活用した事業執行の効率化

2022推進計画

基本方針（21→２２）
■生産性向上
 ICT、BIM/CIMに係る普及拡大メニューは成果を踏まえ継続又は拡大する。
 ⑤３次元データの利活用は、個別DX施策として重点化。
■働き方改革
 平準化、週休２日は、ロードマップに基づく施策を実施。
 工事書類の簡素化、ウィークリースタンスは受注者意見を踏まえ改善。
 ⑪ICT活用の移動時間の削減は、個別DX施策として重点化。

生産性向上
ICTの活用拡大
BIM/CIMの活用拡大

働き方改革
平準化の促進
週休２日の促進
工事書類の簡素化
ウィークリースタンスの徹底

13


